
５　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細
（単位：円）

運 営 費 交 付 金
収 益

資 産 見 返 運 営 費
交 付 金

資 本 剰 余 金 小 計

12,164,027,000 12,079,990,082 0 0 12,079,990,082 84,036,918 0

（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

 ①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細
（単位：円）

費 用

4,018,738,715      3,933,782,392      

6,241,552,578      5,282,404,745      

894,217,504         604,842,413         

925,481,285         779,714,725         

-                       0

-                       -                       

12,079,990,082     10,600,744,275     

②資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細
（単位：円）

振 替 額 振 替 額

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

産業財産権情報の提供事業

知的財産の権利取得・活用の支援事
業

知的財産関連人材の育成事業

期 首 残 高

0

交 付 金
当 期 交 付 額

合　　　計

共　通

区 分

セ グ メ ン ト

※運営費交付金の主な使途における費用額は、損益計算書の費用額から賞与引当金繰入、退職給付引当金繰入、自己収

入、減価償却費及び租税公課を除いた額であります。

費用進行基準を採用した業務はない。

運営費交付金収益

合　　　計

産業財産権情報の提供事業

知的財産の権利取得・活用の支
援事業

知的財産関連人材の育成事業

資 本 剰 余 金 へ の 振 替

主 な 使 途

業務達成基準による振替額

期間進行基準による振替額

費用進行基準による振替額

会計基準第81第4項による振替額

一般管理部門における
人件費：171,754,954、契約職員人件費：55,062,146、業務外注費：
340,843,465、雑役務費：17,296,728、賃借料：172,640,681、その他：
22,116,751

人件費：204,598,010、契約職員人件費：73,075,973、業務外注費：
3,560,665,572、賃借料：31,763,904、特許関係図書等購入費：
37,684,360、その他：25,994,573

人件費：239,412,669、契約職員人件費：401,644,635、業務外注費：
564,789,241、業務委託費：3,984,715,212、賃借料：46,556,800、その他：
45,286,188

人件費：191,511,274、契約職員人件費：59,540,085、賃借料：
197,773,806、業務外注費：58,525,549、派遣研修費：78,254,853、その他：
19,236,846

当 期 振 替 額

引当金見返
相 殺 額

主 な 使 途

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 へ の 振 替

期 末 残 高

主 な 使 途

運 営 費 交 付 金 の 主 な 使 途



（３）引当金見返との相殺額の明細
（単位：円）

相 殺 額

21,219,285

26,867,422

19,791,496

16,158,715

84,036,918

（４）運営費交付金債務残高の明細
（単位：円）

-                      

賞与引当金見返

賞与引当金見返

賞与引当金見返

計

○翌事業年度への繰越額はない。

使 用 見 込 み

○翌事業年度への繰越額はない。

○翌事業年度への繰越額はない。

運 営 費 交 付 金 債 務 残 高

業務達成基準を採
用した業務に係る
分

期間進行基準を採
用した業務に係る
分

引 当 金 見 返 と の 相 殺

セ グ メ ン ト

費用進行基準を採
用した業務に係る
分

-                      

-                      

-                      

知的財産関連人材の育成事業

共　通

合　　　計

産業財産権情報の提供事業

知的財産の権利取得・活用の支援事業

主 な 相 殺 額 の 内 訳

賞与引当金見返


